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○ 自動車による貨物輸送は、輸送数では都道府県内で完結する短距離輸送が９割以上を占めるが、輸送トンキ
ロでは都道府県間、ブロック間の輸送が約７割。都道府県間、ブロック間の輸送では、積載量の大きな貨物車
が多く利用されており、都道府県間、ブロック間を接続する高規格の道路が貨物車の輸送を支え、物流ネット
ワークの基盤としての役割を担っている。

自動車による貨物輸送の状況
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出典：国土交通省「平成27年度道路交通センサス」より作成

＜自動車による貨物の輸送状況＞
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3,763万トリップ/日
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軽貨物車（ナンバープレートが黄地に黒文字・黒地に黄文字かつ40～49,400～499のもの）
小型貨物車（ナンバープレートが白地に緑文字・緑地に白文字かつ4,6,40～49,60～69,400～499,600～699のもの）
普通貨物車及び海上コンテナ車（ナンバープレートが白地に緑文字・緑地に白文字かつ1,10～19,100～199のもの）
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○ 貨物自動車による都道府県間の交通流動は、首都圏、中京圏、近畿圏といった大都市圏周辺部が多
く見られる一方で、仙台、広島、福岡などのブロック中心都市を中心とした結びつきも確認される。

1,000～5,000
5,000～20,000
20,000～50,000
50,000～

トリップ数（トリップ/日）

出典：国土交通省「平成27年度道路交通センサス」より作成
※貨物車類のOD交通量のうち、都道府県を跨ぐもの（北海道については支庁間）を対象に集計

貨物自動車の都道府県間交通流動



物流の基軸となる東名・名神軸

○ 東名・名神（新東名・新名神を含む）は、全国の高規格幹線道路の開通延長のうち、約７％

○ 全国の貨物輸送の約半数が東名・名神を利用しており、物流において重要な役割

⇒ 未来投資戦略2018（平成30年6月15日 閣議決定）において、三大都市圏をつなぐダブルネットワークの

安定性・効率性を更に向上させることが、物流の生産性向上等のために講ずべき施策として位置付け

■三大都市圏をつなぐ東名・名神（新東名・新名神を含む）による物流基軸 ■各区間平均交通状況H28 H29
大型車 普通車 ：大型車混入率

近畿圏

中京圏

首都圏

多くの物流車両が輸送経路に
東名・名神を利用

（km）

（百万トンキロ/日）

高規格幹線道路 11,068

高規格幹線道路
全体の貨物輸送 177

うち、東名・名神※1

829

<48%>

うち、東名・名神の
利用を含む輸送※2

85
走行トンキロ

供用延長

<7%>

※1 新東名・新名神・伊勢湾岸・東名阪を含む
※2 走行経路に一部でも東名・名神を含むもの
※3 H27一般交通量調査及び自動車起終点調査より集計

東名
（御殿場JCT～豊田JCT）

新東名
（御殿場JCT～豊田東JCT）

最小
半径

３００ｍ ３,０００ｍ

最大
勾配

５％ ２％

（H27年度データ※3）

※NEXCO調べ

20,800 
27,100 

7,600 

新名神 新東名 全体

（単位：台/日）

新東名は東名に比べて、カーブや勾配が緩やかな構造

東
名
高
速
道
路

新
東
名
高
速
道
路

岡
崎
東
Ｉ
Ｃ

（愛知県岡崎市付近） Ｈ２７年１０月撮影

岡
崎
Ｉ
Ｃ

至 浜松市

至 名古屋市

高速道路全体
（ＮＥＸＣＯ）

新東名
（御殿場～浜松いなさ）

新名神
（亀山～大津）

（全車）
48,500

（全車）
57,100

（全車）
27,700

43.0%
47.4%

27.6%

○%

（大型車）
（大型車）

（大型車）

新東名・新名神は
他路線に比べ大型
車混入率が高い

3



圏央道による物流拠点の立地
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事業中

凡例（平成30年7月時点）

開通済

調査中

6車線

4車線
2車線

平成24年9月時点 平成29年9月時点

平成29年度都道府県地価調査 調査地点

圏央道沿線等に立地する主な企業の
大型マルチテナント型物流施設※2

埼玉県

釜利谷ＪＣＴ

相模湾

東京湾

館
山

道

東
関

道
東

名
高 第

三

京

浜

横

道

外 環

久喜白岡
JCT

八王子JCT

環

東京都

千葉県

神奈川県

状中

速

新東名

東

羽田空港

常
磐

道

関

越

道

北
東

道

道央中

大栄JCT

海老名ＪＣＴ

央

京

岸

路

湾
東

道

E85E1

E83

E20

E17

C3

E4

E6

C4

E51

E14

CA

圏央道

境古河IC

C4

入間IC

青梅IC

N

E16

成田空港

＜整備加速＞
2024年度開通見込

五霞IC

道

＜４車線化＞
2022年度から順次供用見込み※2

（2024年度全線供用見込み）

藤沢IC

2020年度※1

開通予定

※2
※3

N

横

事業中 C1

B

戸塚IC

E82

大泉JCT

東名JCT

三郷南IC

高谷
JCT

注1:※1区間の開通時期については、土地収用法に基づく手続きによる用地取得等が速やかに完了する場合
※2財投活用による整備加速箇所
※3用地所得等が順調な場合

注2:久喜白岡ＪＣＴ～木更津東IC間は、暫定2車線
注3:事業中区間のIC、JCT名称には仮称を含む

2020年の東京オリンピック・
パラリンピック迄に開通予定

横浜青葉
ＩＣ・JCT

港北JCT

2018年
6月2日
開通

つくばJCT東松山IC

鶴ヶ島JCT

つくば
中央
IC

茨城県

※2：大型マルチテナント型物流施設…多くの個人宅へ多様な商品を迅速に発送するため効率的に仕分け、
配送が可能な機能を集約した施設

※1：高度な仕分け・荷捌き等の機能を持つ大型物流施設数
7件（平成24年） → 27件（平成29年）

○圏央道の整備に伴い、圏央道沿線の大型物流施設数が5年前の約4倍※1に増加



新名神による物流拠点の立地
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舞
鶴
若
狭
自
動
車
道

新名神高速道路

神戸空港

神戸港

大阪港

大阪国際空港

兵庫県

京都府

大 阪 湾

奈良県

国際拠点空港
関西国際空港

国際コンテナ戦略港湾
阪神港

○近畿圏では、従来、大阪湾ベイエリアには大型物流施設が集積
○近年では、近畿圏の道路ネットワークの整備に伴い、内陸部の土地利用の高度化が図られ、新名神

高速道路の沿線などで床面積10万m2を超える大型物流施設が立地

大阪府
主な大型物流施設(予定）
H24年以降新設で、床面積1万㎡以上の物流施設が

47箇所新設

新名神高速道路の沿線では、開通を見越して、
６箇所新設

うち、床面積10万㎡以上の大型物流施設が

４箇所新設

(仮称)プロロジスパ－ク猪名川
床面積：25.8万㎡
完成年：平成37年

箕面森町企業誘致敷地
床面積：25万㎡
完成年：平成30年

プロロジスパ－ク茨木
床面積：18.9万㎡
完成年：平成28年
従業員数：約1,000人

(仮称)彩都もえぎ物流センタ－
床面積：15.7万㎡
完成年：平成33年

＜従業員数＞
約1,500人予定

ベイエリアから内陸部へ

ベイエリアから内陸部へ

新名神高速道路
（高槻JCT・IC～川西IC）

新名神高速道路
（川西IC～神戸JCT）

平成30年3月18日開通

日本郵政(株)
床面積：5.5万㎡
完成年：平成30年

ＧＬＰ枚方Ⅲ
床面積：11.9万㎡
完成年：平成30年

資生堂関西総合センタ－
床面積：2.8万㎡
完成年：平成32年

平成29年12月10日開通



中京圏の物流施設の近年の立地状況
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名古屋西JCT

関広見IC

大垣西IC

養老JCT

養老IC

大安IC

東員IC

名神高速

東海環状道

中央道

東海北陸道

東海環状道

大野・神戸IC

高富IC

名二環

飛鳥JCT

伊勢湾岸道

新名神高速

新四日市JCT

亀山西JCT

○ 物流施設は、近年、臨海部に加えて、東名・名神高速や東海環状道などの高速
道路沿線に新規立地

【中京圏における近年（H15.1～H27.12の13年間）の企業操業・着工・計画】

出典：日本立地総覧 2004年版～2016年版

1～2件

3～4件

5件以上

1～2件

3～4件

5件以上

立地件数

高速道路（ H30年1月迄に開通）

高速道路（ 事業中）

国道

道路

※用地取得等が順調な場合

2024(H36)年度

開通予定※
2019(H31)年度

開通予定

2024(H36)年度

開通予定※

2019(H31)年度

開通予定

2018(H30)年度

開通予定

2018(H30)年度

開通予定

2020(H32)年度
開通予定

（用地取得等が順調な場合）

（用地取得等が順調な場合）

【付加車線設置】
2022(H34)年度から

順次開通予定
（2024(H36)年度全線開通予定）

美濃加茂IC･SA

北勢IC



高速道路ネットワークの整備状況
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平成30年12月1日時点

※1 土地収用法に基づく手続きによる用地取得等が速やかに完了する場合
※2 用地取得等が順調な場合

※５

事業中区間のIC、JCT名については仮称を含む

単位：km

供用延長 進捗率

約14,000 11,404 81%

＜928＞ ＜84%＞

8,778 76%

一般国道自動車専用道路
（本州四国連絡道路を含む）

約2,480 1,698 68%

 〈 　 〉内は、高速自動車国道に並行する一般国道自動車専用道路で外書きであり、高規格幹線道路の総延長に含まれている。

平成29年3月31日

高速自動車国道 11,520

高 規 格 幹 線 道 路

計画延長
平成30年4月1日

11,604約14,000

11,520

約2,480

約11,604

＜954＞
8,893

約2,4801,757

83%

＜85%＞
77%

71%

：開通の見通しを公表している箇所

：その他、事業中箇所（新設）

（この他に４車線化等も事業中）



首都圏の高速道路の整備状況
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戸塚IC

釜利谷ＪＣＴ栄IC・
JCT

相模湾

東京湾

太平洋

松尾横芝IC

館
山

道

東 関
道

北
東

道
関

越
道

道央中

東
名

高

道
路

三
京
浜

横
横

道

東
京 外 か く環

道

路

京
東

湾
ｱｸ

ｱﾗ
ｲﾝ

成田空港

高速横浜環状南線横浜湘南道路

央 環

高谷JCT

常
磐道

海老名JCT

状

大栄JCT

中
2018年
6月2日
開通

2020年度

藤沢IC

三郷南IC

速

大泉ＪＣＴ

東名ＪＣＴ

新東名

圏

央

道

※1

茅ヶ崎
JCT

大井
ＪＣＴ

大橋ＪＣＴ

第

岸

2020年度※1

状

八王子JCT

JCT
つくば

業
中

東
京

湾

横浜青葉
IC・JCT

高速横浜環状北西線

港北JCT

2020年の東京オリンピック・
パラリンピック迄に開通予定

東

2車線 4車線 6車線

開通済

事業中

調査中

凡　　例

○ ○ ○ ○ ○ ○

事

久喜白岡JCT

2024年度
開通見込み

2022年度から順次開通見込み
（2024年度全線開通見込み）

※2

※2
※3

※2財投活用による整備加速箇所

注2：久喜白岡JCT～木更津東IC間は、暫定2車線

注3：事業中区間のIC、JCT名称には仮称を含む

注1：※1区間の開通時期については土地収用法に基づく手続きによる用地取得等が速やかに完了する場合

※3用地取得等が順調な場合

鶴ヶ島JCT



近畿圏の高速道路の整備状況
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✈

神戸港

堺泉北港

神戸市

大阪市

京都市

43

至名古屋

至名古屋

京都府

近
畿
自
動
車
道

西
神
自
動
車
道

大阪湾岸道路西伸部
（六甲アイランド北～駒栄）

延長14.5km

大阪府

大阪港

関西国際空港

大阪国際空港

✈

至広島

至三次

神戸空港

✈

ろっこう こまえきた

大和川線

（鉄砲～三宅西）

延長約9km

第二阪奈
有料道路

堺泉北
有料道路

堺市

淀川左岸線延伸部

延長8.7km

おおさかわんがんどう ろ せいしん ぶ

よどがわ さ がんせんえんしん ぶ

兵庫県

南阪奈
有料道路

凡 例

高 速 道 路 等

開 通 済

事 業 中

調 査 中 路 線

延長6.9km

大
和
北
道
路

12.4
km

延
長

神戸西バイパス
（永井谷～石ヶ谷）

こ う べ に し

な が い た に い し が だ に

※ネットワークの状況はH30.7.1時点

※阪神高速：H24の渋滞状況、NEXCO：H26の渋滞状況

淀川左岸線（Ⅱ期）

（海老江～豊崎）

延長約9km

よどがわさがんせん

新名神高速道路

（八幡京田辺～高槻）

延長10.6km

たかつきやはたきょうたなべ

新
名
神
高
速
道
路

(

大
津
～
城
陽)

じ
ょ
う
よ
う

お
お
つ

延
長

25.1
km

え び え とよさき

やまとがわ

てっぽう みやけにし

や
ま
と
き
た

【2026年度開通見込み】

【2019年度開通見込み】

【

年
度
開
通
見
込
み
】

2023

【2023年度開通見込み】



中京圏の高速道路の整備状況
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西回り区間 約７７ｋｍ 東回り区間 約７６ｋｍ

【2018年度開通予定】

高規格幹線道路
（事業中）

開通済

事業中

： IC

： JCT

高規格幹線道路

注) IC･PA名は仮称（開通済部分を除く）

（開通済）

： SA・PA

： スマートIC

【2019年度開通予定】

【2019年度開通予定】

【速度低下箇所
に付加車線設置】

【整備加速】

新名神高速道路

2024年度供用見込み
（用地取得等が順調な場合）

2024年度供用見込み
（用地取得等が順調な場合）

【用地難航箇所】

【整備加速】

2022年度から順次供用見込み
（2024年度全線供用見込み）



長さ16.5ｍ

高さ
4.1ｍ

車両
総重量
40t程度

国際海上コンテナ車（４０ｆｔ背高）

道路の物流イノベーション ～トラック輸送の生産性向上～

取組③： 物流モーダルコネクトの強化

高速道路と民間施設を直結する民間施設直結スマート

ＩＣ制度の活用を推進

H30年3月に「無利子貸付制度」を創設（道路法改正）

＜標識イメージ＞

民間施設直結スマートICの整備（イメージ）

取組④： 特大トラック輸送の機動性強化

取組①： ダブル連結トラックによる省人化

新東名を中心に実験中（４社１４台が実験に参加中 ※H30.12時点）

H31年1月に本格導入予定

特車許可基準の車両長について、現行の21mから最大で25mへの緩和を検討

将来の自動隊列走行も見据えて実施

約12m

現在

今後

約25m

通常の大型トラック

ダブル連結トラック：１台で２台分の輸送が可能

取組②：平常時・災害時を問わない安定的な輸送の確保

H30年３月に「重要物流道路制度」を創設（道路法改正）

平常時・災害時を問わない安定的な輸送を確保するため、国土交通
大臣が物流上重要な道路輸送網を「重要物流道路」として指定し、
機能強化、重点支援を実施
• トラックの大型化に対応した道

路構造の強化
• 災害時の道路の啓開・復旧の

迅速化 等 ⇒ 特車通行許可を不要に（車両制限令）

特車通行許可の迅速化を図るた
め、手作業中心の自治体管理道
路の審査について、電子化による
自動審査を強化

更に、センシング技術等を活用し
た道路構造データの自動収集を
実施

（H30年度～）

取組⑤： 新東名・新名神の整備促進・機能強化

全国の物流の基軸となり、三大都市圏を連結する東名・名神の
ダブルネットワーク機能をさらに充実させるべく、新東名・新名神
の整備促進・機能強化を図る

○平常時・災害時を問わない安定的な輸送を確保するため、基幹となる道路ネットワークに対し、機能 強化
や重点支援を行う「重要物流道路制度」を創設するとともに、ダブル連結トラックによる省人化、物流モー
ダルコネクトの強化、特大トラック輸送の機動性強化、新東名・新名神の整備促進・機能強化など、トラック
輸送の生産性向上に資する取組を積極的に展開する。
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取組② 重要物流道路について

平常時・災害時を問わない安定的な輸送を確保するため、国土交通大臣が物流上重要な

道路輸送網を「重要物流道路」として計画路線を含めて指定し、機能強化、重点支援を実施

○指定対象となる道路

・高規格幹線道路、地域高規格道路、直轄国道、空港港湾アクセス道等から指定

・２０１８年度内を目途に、まずは既存道路をベースとして指定

重要物流道路とは

○機能強化・重点支援

・国際海上コンテナ車（40ft背高）の特車通行許可を不要とする措置を導入

・災害時の道路啓開・災害復旧を国が代行 等

基幹道路（直轄国道等） 基幹道路（高規格・地域高規格）

ＩＣ

アクセス路

主要拠点
（空港・港湾等）

アクセス路

脆弱区間

災害時の
代替機能

強化

［重要物流道路のイメージ図］

基幹道路相互
の機能強化

空港、港湾等への
アクセス強化

高さ 4.1ｍ

長さ16.5ｍ

重量
最大
４４t

［国際海上コンテナ車（４０ｆｔ背高）］

代替路

計画路線

既存路線

＜凡例＞

主要拠点

アクセス路

12



取組② 重要物流道路と新たな広域道路ネットワーク

13

重要物流道路制度の創設

新たな社会・経済の要請への対応

・新たな国土構造の形成

・グローバル化

・国土強靱化

総合交通体系の基盤としての道路

の役割強化

・各交通機関との連携強化

ＩＣＴ・自動運転等の技術の進展

・ICT活用、自動運転社会への対応

新たな広域道路ネットワークの検討

＜ 平常時・災害時 ＋ 物流・人流 ＞

広域道路
ネットワーク

重要物流道路の指定 等

○重要物流道路制度の創設や新たな社会・経済の要請に応えるとともに、総合交通体系の基盤とし
ての道路の役割強化や、ＩＣＴ・自動運転等の技術の進展を踏まえ、新たな広域道路ネットワーク等
を幅広く検討した上で、効果的な重要物流道路を指定する必要

高規格幹線道路

地域高規格道路

直轄国道



取組③ 交通・物流拠点とのネットワークのアクセス強化

14

○ 交通・物流拠点等から高速道路等のネットワークへのアクセス性の向上を図るため、スマートICや
アクセス道路の整備を支援

○ 高速道路と民間施設を直結する民間施設直結スマートIC（以下、直結IC）制度の活用を推進

至 伊勢

至 名古屋

多気スマートIC
（仮称）

アクアイグニス多気
薬用温浴施設、宿泊施設、
レストラン、産直市場等

勢和多気JCT

勢和多気IC

三重県

民間施設名
（英語表記）

出 口
EXIT00-0

E T C 専 用
ONLY

正式名
（英語表記）

＜標識イメージ＞

高速道路

一般道路

民間施設

直結路
【アクセス道路】

料金所 直結路
【ランプ】

接続路

※直結路は、整備後に民間施設管理者から地方公共団体に無償譲渡し、地方公共団体が維持管理

直結路
アクセス道路・ランプ

料金所 接続路

民間施設管理者 高速道路会社 地方公共団体

＜直結ICの役割分担＞

＜支援制度＞

■ 空港・港湾・ＩＣ等の整備や工業団地の造成等の民間投資と供用時期を連携させて行われるアクセス道路の
整備等に対する補助や交付金による重点的な支援

［貸付対象］ 民間事業者が負担する直結路の整備費用

［貸付額］ 民間事業者が負担する直結路の整備費用のうち、地方公共団体の貸付額の１／２以内

■ 直結ＩＣの整備を促進するため、整備を行う民間事業者にIC整備費用の一部を無利子貸付

＜直結ICの整備事例（三重県多気町）＞

■ 直結ＩＣの整備に係る土地を取得した場合の登録免許税を非課税措置



取組③ 中継物流拠点『コネクトエリア浜松』

15

○スマートICが設置された新東名高速道路浜松ＳＡに中継物流拠点を整備し、物流事業者の中継輸送を促進
○トラックドライバーの労働環境改善および働き方改革を支援

浜松SA
スマートIC(下)

浜松SA
スマートIC(上)

浜松SA(下)

CA浜松

名古屋方面

浜松SA(上)

東京方面

浜松SA(下)

出入口

【全 景】

【駐車場詳細】

20m
75m

予

備

8 ・ ・ ・ ・ ・ 114 ・ ・ ・ 9

15 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 30
一

時

退

避

場

所

バースNo.9~14
全長：26m

バースNo.1~8,15~30
全長：20m

【位置図】
（出典）NEXCO中日本

【運用イメージ】

関西 関東
３日間合計
拘束時間：約57時間（車中泊、休憩、待機含む）
うち、実働時間：約26時間（運転、作業）

①関西⇔関東間の往復運行の場合（従来の運行） ※１往復：３日間の行程の場合

関西 コネクトエリア浜松
(中継物流拠点) 関東関東⇔中継拠点

往復：600km
関西⇔中継拠点
往復：600km

②コネクトエリア浜松利用の場合（新しい運行） ※定型・日帰り運行の場合

拘束時間：12時間 拘束時間：24時間拘束時間：12時間＋

600km

600km

【車両の稼働イメージと拘束時間】



○ ドライバー不足による車両の大型化の進展等に伴い、審査
件数が増加し、審査日数は5年で約2倍に増加

自動審査システムへの収録状況

特車通行許可審査の現状

従来（人手中心の情報収集）

平
均
審
査
日
数

（
日
）

0

10

20

30

40

50

60

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

約26日

約51日

（年度）

審査日数の推移

○ 地方道では、自動審査システムに電子道路情報データが収録
されていない路線が多く、審査の長期化の要因となっている

センシングデータを活用した電子道路情報データの整備

センシング装置による計測 3次元データの収集

電子道路
情報データ

（道路情報便覧）

自動審査システム

現地調査 図化

手動
入力

幅員、交差点形状等

調査表作成
（幅員、交差点形状等）

センシング装置を
搭載した車両

（参考）特車通行許可審査の流れ

車両搭載センシング装置 自動
入力

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高速自動車国道

一般国道

主要地方道

都道府県道

（指定市道含む）

市町村道

約9,500km

約56,000km

約47,000km

約28,000km

約13,000km

100%

66%

34%

100%

100%

○ センシング技術により、電子化が遅れている地方道等の情報を効率的に収集、自動審査
システムへ収録し、審査を迅速化

○ 一定の重量・寸法を越える車両を通行させる場合、トラック事業者からの申請に基づき、道路管理
者が、道路構造の保全や交通の危険の防止の観点から審査を行い、通行を許可。自動審査システ
ムに電子道路情報データが収録されていない場合は、個別に各道路管理者へ審査を依頼

審査

電子道路情報データが収録されている道路

自動審査

電子道路情報データ

人手審査

電子道路情報データが収録されていない道路

審査の長期化の要因

申請

ﾄﾗｯｸ事業者→国

許可

国→ﾄﾗｯｸ事業者

取組④ 特大トラック輸送の機動性強化（特車通行許可の迅速化）
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取組⑤ 新東名の６車線化について

17

暫定4車線
（片側2車線）

54km

現況写真（御殿場JCT～浜松いなさJCT）

暫定4車線
（片側2車線）

145km
うち、片側3車線運用 55km※

構造対応済 89km

暫定4車線
（片側2車線）

60km
うち、片側3車線運用

8km ※

暫定4車線
（片側2車線）

40km

暫定4車線
（片側2車線）

39km

暫定4車線
（片側2車線）

32km

完成6車線
（片側3車線）

52km

※延長は上下線平均

：運用車線 ：構造物４車線対応区間 ：構造物6車線対応区間（ラバーポール等による仕切り）
※土工切残し部含む

構造物対応状況

上り線

下り線

110km/h試行運用
実施中（2017.11～）

2020年度
開通予定

2019年度
開通予定

2018年度
開通予定

2023年度
開通予定

2018年度
開通予定

2023年度
開通予定

兵庫県

京都府

滋賀県

大阪府

愛知県

三重県

静岡県

神奈川県

神
戸
Ｊ
Ｃ
Ｔ

高
槻
Ｊ
Ｃ
Ｔ
・
Ｉ
Ｃ

城
陽
Ｊ
Ｃ
Ｔ
・
Ｉ
Ｃ

大
津
Ｊ
Ｃ
Ｔ

亀
山
西
Ｊ
Ｃ
Ｔ

新
四
日
市
Ｊ
Ｃ
Ｔ

四
日
市
Ｊ
Ｃ
Ｔ

豊
田
Ｊ
Ｃ
Ｔ

浜
松
い
な
さ
Ｊ
Ｃ
Ｔ

森
掛
川
Ｉ
Ｃ

新
静
岡
Ｉ
Ｃ

御
殿
場
Ｊ
Ｃ
Ｔ

伊
勢
原
北
Ｉ
Ｃ

伊
勢
原
Ｊ
Ｃ
Ｔ

厚
木
南
Ｉ
Ｃ

海老名南ＪＣＴ

東
京
Ｉ
Ｃ

海老名ＪＣＴ

清
水
Ｊ
Ｃ
Ｔ

三
ヶ
日
Ｊ
Ｃ
Ｔ

甲
賀
土
山
Ｉ
Ｃ

豊
田
東
Ｊ
Ｃ
Ｔ

名古屋
ＩＣ

新
富
士
Ｉ
Ｃ

新
清
水
Ｊ
Ｃ
Ｔ

亀
山
Ｊ
Ｃ
Ｔ

八
日
市
Ｉ
Ｃ

一
宮
Ｊ
Ｃ
Ｔ

小
牧
Ｊ
Ｃ
Ｔ

米
原
Ｊ
Ｃ
Ｔ

静
岡
Ｉ
Ｃ

吹
田
Ｊ
Ｃ
Ｔ

大
津
Ｉ
Ｃ

浜
松
Ｉ
Ｃ

暫定4車線
（片側2車線）

41km
うち、片側3車線運用

6km ※

６車線運用中
６車線構造対応済

【４車線運用】

２３７km ９０km ８９km

（82%） （31%） （31%）

１４５km ５５km ８９km
(100%) (38%) (61%)

１１２km ２８km ２９km

(64%) (16%) (17%)

４１km ６km ２９km
(100%) (15%) (71%)

３４９km １１８km １１８km

（75%） （26%） (26%)
合計 ４６３km

新名神 １７４km

亀山西JCT～大津JCT ４１km

計画 供用

新東名 ２８９km

御殿場JCT～浜松いなさJCT １４５km

H30.8 ６車線化事業許可

※率は計画延長より算出
※３車線運用、構造対応済み延長は上下平均
※四捨五入の関係で合計が合わない箇所がある
※延長には伊勢湾岸（豊田東JCT～四日市JCT）を含む

名
港
中
央
Ｉ
Ｃ

新名神 新東名

※今回の事業許可以外の区間については、高速道路会社において必要な調査を実施
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150km超：11区間

100～150km：48区間

（2018年6月現在）

○物流の基幹となる高速道路ネットワークにおいて、大型車等の駐車マス不足やGSの空白区間の存在などが課題

安達太良ＳＡ
※２４時間中９時間が混雑（大型車）

マスの区切りは破線

■大型駐車マスの混雑状況

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
30分未満 30分～1時間未満 1時間以上～2時間未満
2時間以上～3時間未満 3時間以上～6時間未満 6時間以上～12時間未満
12時間以上

■大型車の6時間以上の長時間駐車は全体台数の7％だが、
滞在量は55％となる

■園地の改良 ■兼用マスの設定

■駐車箇所利用平準化（満空情報の提供）

■路外の道の駅と連携した休憩施設やガソリンスタンドの確保
ETC2.0搭載車

一時退出した場合でも、高速を降りずに利用した料金のまま
（ターミナルチャージの再徴収をせず、長距離逓減等も継続）

高速道路

ETC ETC

道の駅

①一時退出③再進入

ガソリンスタンド

高速道路本線
からの案内

②道の駅での
休憩等

［東名高速道路(海老名SA)］

全国のSA/PAのうち、混雑が常態化している箇所 約２５０箇所

園地部分の改築や兼用マス等により駐車スペースを確保

大型車マス：148台分

圏央道 狭山ＰＡ（外回り）

（海老名SA）

■ガソリンスタンド空白区間

対策の方向性

現状の課題

園地部

取組⑥ 休憩施設の使いやすさの改善


